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「ガス安全高度化計画2030」の

取り組み状況（都市ガス事業者）

2025年3月10日

資料1-2
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０．概要

⚫ ガス事業者は、「ガス安全高度化計画2030」で掲げられた、安全高度化目標の達成に向けた実行計画

(アクションプラン)に基づき各種取り組みを推進している。

⚫ 本報告は、各段階(製造・供給・消費)の実行計画のうち、最新の取り組み状況をまとめたもの。

安全高度化目標の達成に向けた実行計画（アクションプラン） ※本報告箇所 項目数*

1. 製造 設備対策 高経年設備対応 1

2. 供給

他工事事故対策 共通対策、需要家敷地内対策、道路対策 7

自社工事事故対策 自社工事事故対策 6

経年管対策 本支管対策、灯外内管対策 8

3. 消費
機器・設備対策
・周知啓発 他

安全型機器・設備の更なる普及拡大、業務用機器・設備の安全性向上、
家庭用需要家に対する安全意識の向上のための周知・啓発、
業務用需要家に対する安全意識の向上のための周知・啓発、
関係事業者の安全意識向上のための周知・啓発、
自主保安の取り組み公表促進

14

4. 災害
(共通)

地震対策 設備対策、緊急対策、復旧対策、共通 12

台風・豪雨対策 他 台風・豪雨対策、災害・事故対策 3

5. 共通 ―
保安人材の育成、需要家に対する安全教育・啓発、
事故情報の活用・公開、サイバーセキュリティ対策、スマート保安の活用

8

*安全高度化目標の達成に向けた実行計画の具体的な実施項目の数（都市ガス事業者関連）計59
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１．製造段階のアクションプラン ー設備対策ー

⚫ 製造設備の建設・維持管理に関する事項を指針に定め、経年劣化に確実に対応するための点検・検査

および設備改修を促進。

⚫ JGA指針は製造設備(8冊)に加え、供給設備(15冊)に関するものを策定しており、技術進捗や関係法

令・引用規格の改正等の最新の知見を取り入れるべく、定期的に改訂。

＜製造設備の建設・維持管理に関するJGA指針＞

LNG地下式貯槽指針 LNG地上式貯槽指針
(2025年度検討、2026年度改訂)

LPG貯槽指針
(2025年度検討、2026年度改訂)

LNG受入基地設備指針 LNG小規模基地設備指針 製造所保安設備設置指針

製造設備等耐震設計指針
(2024年度改訂)

容器・配管の腐食及び疲労割れに関する検査・評価・補修指針
(2025年度検討、2026年度改訂)

高経年設備対応

＜(参考)供給設備の建設・維持管理に関するJGA指針＞

本支管指針(設計編)
本支管指針(工事編)
(2024年度改訂)

本支管指針(維持管理編)
(2024年度検討、2025年度改訂)

本支管指針、供給管・内管指針
(中圧ポリエチレン管増補版)

高圧導管指針
高圧ガス導管耐震設計指針
高圧導管指針付録編

高圧ガス導管液状化耐震設計指針
及び資料編(2025年度検討、2026年度改訂)

中低圧ガス導管耐震設計指針 球形ガスホルダー指針

長柱座屈防止のための耐震設計指針
供給管・内管指針(設計編)
(2024年度検討、2026年度改訂)

供給管・内管指針(工事編)
(2024年度検討、2026年度改訂)

供給管・内管指針(維持管理編)
供給管・内管指針(中圧設計・工事編)
(2025年度検討、2026年度改訂)

超高層建物用ガス配管設計指針
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取り組み徹底項目 取り組み強化の内容

日常から
実施すべきこと

① 他工事企業者等
への周知・教育

➢ 他工事企業者等に対し、他工事等を実施する前にはガス事業者に照会及び確認すると
ともに、ガス管等を見つけた場合には必ずガス事業者に連絡することを周知・教育する。

② ガス管標示
➢ メーターガス栓やバルブの閉止，地境切断等による不使用管や管切断末端に対しては，

ガス管への注意喚起を目的に，目印杭，標示ステッカー等を設置し、可能な限りガス管
標示に努める。

③ 他工事情報の把
握努力

➢ 敷地内においてガス管等に影響を及ぼすおそれがある家屋解体，増改築等の工事が行
われる場合は、他工事企業者や需要家等の協力のもとにその把握に努める。

他工事が発生
した場合に
実施すべきこと

④ 照会時の的確な
情報提供

➢ 他工事企業者等から工事の照会があった場合は、情報収集・確認を行った上で、図面・
写真等を活用しながら内管の敷設・設置情報等を的確に提供する。

⑤ 適切な保安措置
の徹底

➢ 敷地内においてガス管等に影響がある場合には、必要な保安措置を適切に行う。

２．供給段階のアクションプラン ー他工事事故対策①ー

⚫ 経済産業省 注意喚起・要請(2024年8月26日)を踏まえ、2024年8月27日に「経済産業省の注意

喚起・要請を踏まえたガス工作物の他工事における事故の防止に向けた取り組みの徹底依頼」を会員

事業者へ通知。

⚫ 他工事におけるガス管の誤切断や損傷防止を図るため、会員事業者に対して、適切に供給管・内管等

の維持管理を行うよう周知。

需要家敷地内対策

✓ 下表に示す①から⑤の内容が、各事業者の他工事対応要領や設計・施工要領等に記載されていることを、日本ガス

協会指針等を参考に再確認し、自社工事と他工事管理に関わる作業の外注先についても周知を徹底し、その内容に

伴う教育を実施するよう依頼。

【会員事業者への周知内容】
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露出部末端
標示シール

▲ 露出部管体・末端への標示 ▲ 視認性の高い埋設部標示

標示杭への
注意喚起標示

露出部管体
標示シール

２．供給段階のアクションプラン ー他工事事故対策②ー

⚫ 前述の取り組みに加え、業界全体で再発防止および取り組み強化に向けた対応を実施。

＜2024年度の対応＞

⚫ 事業者ごとの他工事損傷防止に資する取り組みや好事例(ガス管標示、的確な情報提供の徹底など)を

「他工事事故損傷防止対策取り組み事例集」として取りまとめ、会員事業者へ展開。

➢ 誤切断等の防止を目的として、ガス管の存在を明示するため、①他設備と輻輳する露出部管体への

標示、②露出部末端への標示、③視認性の高い埋設部標示など、業務機会を通じての標示を促進。

＜2025年度の対応＞

⚫ 引き続き、行政や業界団体等との連携強化を図るとともに、業界内での深堀り等を通じて更なる取り組み

強化を検討。これらの検討結果を、他工事事故対策の取り組みとして業界指針に反映。

需要家敷地内対策
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① ガス管の切断など、ガス漏出の可能性のある作業において、ガスの遮断や現場作業責任者の立会監視

下での実施など、酸素欠乏に対する安全措置が各事業者の工事作業要領・基準等に要求事項として

記載されていることを、日本ガス協会指針等を参考に再確認。

② 上記の内容について外注先への周知を徹底し、その内容に伴う教育、訓練を実施。

【事故事例教育資料】

【会員事業者への周知内容】

２．供給段階のアクションプラン ー自社工事事故対策①ー

⚫ 経済産業省 注意喚起・要請(2024年3月7日)を踏まえ、2024年3月8日に「ガス工作物の自社工事

における事故の防止に向けた取り組みの実施依頼」を会員事業者へ通知。

⚫ 自社工事における事故の防止を図るため、会員事業者に対し、既存マニュアルの再確認や事故事例教

育等の取り組みの徹底をあらためて周知。

自社工事事故対策
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▼ 一般的に用いられている遮断工法例（イメージ） ▼ 具体的な遮断工法例（イメージ）

(2) スクイズカッターによる工法(1) サービスチーズ、バルブチーによる工法

⚫ 前述の取り組みに加え、同様の酸欠事故を確実に防ぐため、業界全体で再発防止および取り組み強化

に向けた対応を実施。

＜2024年度の対応＞

⚫ 現時点で実行可能な強化策として、会員事業者へ下記内容を周知。

➢ 小口径ガス管の遮断工法の例示と、現場状況に応じた最適な遮断工法の適用・選択の推進。

➢ 活管工事時の酸欠事故防止(酸欠の恐れのある不適切な姿勢で作業を実施しない等)の徹底。

＜2025年度の対応＞

⚫ 次年度も引き続き、業界として実効性のある対策を継続的に検討。

➢ 取り組み強化内容が風化しないよう、「作業者向け現場チェックシート」や教育ツールを整備。

➢ 適用する遮断工法に応じて、安全作業を確実に実施するための適切な施工管理体制を確認。

⚫ これらの検討結果を、自社工事事故対策の取り組みとして業界指針に反映。

２．供給段階のアクションプラン ー自社工事事故対策②ー

自社工事事故対策
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２．供給段階のアクションプラン ー経年管対策ー

 経年埋設内管の残存状況
(準公的施設)

(出典)日本ガス協会アンケート

※補足
⚫ 2024年度以降は見込み
⚫ 年度単位で集計

241本

棒グラフ：本数(左軸)
折れ線グラフ：事業者数(右軸)

⚫ ねずみ鋳鉄管について、リスクマネジメント体制を構築し、対策の是正及び改善を継続的に実行しつつ対

策を推進。

 維持管理導管については、2025年度までに完了する計画で対策を進めており、2023年度末時点の

残存量は342km。

⚫ 経年埋設内管について、需要家への地道な折衝を行い、理解を得ながら対策を推進。

 準公的施設については、2030年度の完了を目指し対策を進めており、2023年度末時点の残存量

は241本。

本支管対策

灯外内管対策
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３．消費段階のアクションプラン ー機器・設備対策・周知 他ー

▲ 「ガスと暮らしの安心」
ホームページ、運動チラシ、

⚫ 「ガスと暮らしの安心」運動を通じて、家庭用需要家に対する非安全型機器・経年設備の取替促進、

機器使用時の換気励行等を実施。

 2024年度の「ガスと暮らしの安心」運動には、206事業者が参加。

⚫ 警報器の普及拡大を図るために、啓発チラシ等をガス事業者に提供。

 2023年度末時点の都市ガス警報器の普及率※は34.0%。

※ 総取付数/屋内にガス機器を所有するお客さま調定戸数 (出展)日本ガス協会アンケート

安全型機器・設備の更なる普及拡大

家庭用需要家に対する安全意識の向上のための周知・啓発

▲ 「ガスと暮らしの安心」
運動の啓発チラシ

▲ ガス警報器工業会
制作の啓発チラシ
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４．災害対策のアクションプラン ー地震対策ー

 低圧本支管耐震化率
(出典)日本ガス協会アンケート

⚫ ガス防災支援システム(G-React)を経済産業省から日本ガス協会へ移管(2024年4月) 。全国の一

般ガス導管事業者等のシステム接続を実施し、災害時の運用が継続的に対応できることを確認済。

⚫ 「災害時連携計画」に基づく応援受入演習を実施(2024年10-12月)。

供給停止地区

耐震化率目標

95%@2030

 G-React
画面抜粋

＜応援受入演習の内容＞

• 発災から応援受入までの時系列の確認

• 想定地震に基づく応援受入の規模および体制等の検討

• 事前準備(宿泊地、拠点等のリスト、書類の作成等)の
状況確認・必要に応じた更新

⚫ 低圧本支管の耐震性向上に向け、非耐震管のポリエチレン管への更新を推進。

 2030年度の耐震化率95％を目指し対策を継続。2023年度末耐震化率は92.7%(全国平均)。

設備対策

復旧対策
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４．災害対策のアクションプラン ー台風・豪雨対策 他ー

②
報
告
条
件

確
認

③
臨
時
対
応

開
始
報
告

④
被
害
報
告

（
1

回
目
）

⑥
臨
時
対
応

終
了
報
告

⑤
被
害
報
告

（
２
回
目
）

①
被
害
想
定

確
認  情報連絡訓練

の流れ

項目 概要

・ソフト対策

・平時の主な対応
・台風・豪雨時の主な対応
  (数日前、1日前～数時間前、台風接近・豪雨
    発生時、台風・豪雨通過後等)

台風・豪雨の接近に合わせたタイムラインでの対応内容等

・ハード対策 ・主な対策内容
ハザードマップ等を活用した被害想定を踏まえた対策内容や、
対策の優先順位の考え方等

・その他 ・対応事例 等 事業者における具体的な対応事例

▲ 台風・豪雨対策についてのガイドラインの構成

⚫ 2020年度に、自律的な情報集約・把握を行うため、国・ガス事業者・日本ガス協会で情報共有ルール

を整備。情報連絡訓練を年1回実施。

⚫ これまで、台風・豪雨対応に関する事業者の知見をまとめたノウハウ集を作成し、業界内で共有して対策

を継続的に実施。

 2024年度は、更なる台風・豪雨への対応力強化に向けて、被害想定を踏まえたハード・ソフト対策

の内容等を例示した「台風・豪雨対策ガイドライン」を作成。

台風・豪雨対策
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表彰種類 受賞者 受賞案件

経済産業

大臣賞

東邦ガス

ネットワーク

株式会社

ガス用ダクタイル鋳鉄管を対象とした非開削入替工法「STREAM工法」とその関連技術の開発

✓ 「STREAM工法」はこれまで非開削工法が適用できなかったガス用

ダクタイル鋳鉄管の同口径入れ替えに対応した国内初の工法。

✓ 非開削入替工法装置・関連技術・装置リモコン化の開発に加えて、

適用範囲の拡大に向けて、中圧用保護層付きPE(ポリエチレン)管

および適用管種・口径毎のラインアップを実現した。

優秀賞

大阪ガス

ネットワーク

株式会社

旧管入替工事に伴う非開削装置の開発

✓ 工事の更なる効率化と、作業者の安全性向上・作業負荷軽減を

目的とした、非開削入替工法の新型装置の開発。

✓ 新規切削機構により、近接管の損傷等を抑制することで非開削工

法適用率の拡大や、ワイヤー式引込方式による安全性向上・作業

負荷軽減及び施工能率の向上を実現した。

５．共通項目のアクションプラン ースマート保安の活用①ー

(出展)経済産業省HP https://www.meti.go.jp/press/2024/01/20250114006/20250114006.html

第8回(2024年度)インフラメンテナンス大賞(2025年1月発表)

⚫ スマート保安の活用に向け取り組みを推進している中、インフラメンテナンスにおける優れた取り組みや技術

開発を表彰し、好事例として紹介する「インフラメンテナンス大賞(第8回)」にて、ガス事業者2社が、経

済産業大臣賞、優秀賞をそれぞれ受賞。

⚫ 今後、「スマート保安実証支援事業費補助金」も活用しながら、産業保安分野におけるスマート保安技

術の導入を推進・強化。

スマート保安の活用
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５．共通項目のアクションプラン ースマート保安の活用②ー

※2023年度末時点でセンターシステムと通信ネットワークを介して接続している台数（参考：全都市ガス需要家 約3,100万戸中の約4.2％）

(出展)経済産業省HP 「ガス分野 スマート保安アクションプラン」
https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/smart_industrial_safety/

▲ 都市ガス用スマートメーター
(左：超音波式、右：膜式)

⚫ スマートメーターシステムの導入による保安・レジリエンスの更なる強化、業務効率化等を推進するため、

普及拡大に向けて、事業者における導入事例の周知・啓発活動を継続して実施。

⚫ 大手3社では、既に2023,2024年からメーターの検定満期の取り替えに合わせた供給エリア全域への導

入を開始(大手3社スマートメーター導入台数：約130万台※)。大手3社以外の事業者についても、スマート

メーターの先行導入・トライアルに取り組み始めている状況。

スマート保安の活用
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